
資料 12 
 

協議事項７  

 

令和８年度地域公共交通計画認定申請（地域間幹線系統）について（案） 

 

 

【申請の概要】 

 国土交通省所管の「地域公共交通確保維持事業費補助金（幹線補助）」の申請にあたり、事業（ここで

は路線バス（本庄駅南口～小島南・沖電気前～神泉総合支所線の運行））の目的や必要性、目標や効果、

費用等を上里町地域公共交通計画に記載し、その他の事項を計画の「別紙」として提出する必要があり

ます。 

 

【補助金を申請するための要件】 

 導入する（もしくは実施している）公共交通サービス… 

  ①複数市町村にまたがるもの（本庄市、上里町、神川町、藤岡市） 

→→→本庄市、上里町、神川町、藤岡市において、 

①を要件として補助金の申請を行うこととする。 

 

【補助対象期間】 

 令和７年１０月１日から令和８年９月３０日 

 

【補助対象路線】 

 路線バス「本庄駅南口～小島南・沖電気前～神泉総合支所線」が補助対象路線 

 

【補助対象事業者】 

 朝日自動車㈱ 
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別 紙 
 

 

令和７年６月  日 

 

          （名称）上里町地域公共交通活性化協議会      
  

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

上里町は、埼玉県の最北端に位置しており、北西部には神流川が流れ、群馬県との県境

を成し、町内全域が平坦な地形を呈しています。面積は２９．１８㎢、人口は３０，７６

９人（令和３年３月３１日現在）となっています。広域交通網である関越自動車、ＪＲ高

崎線、上越新幹線、国道１７号が町内を横断しており、本町の広域交通網における交通結

節施設として、ＪＲ高崎線神保原駅が町内にあります。 

町内を運行する幹線系統の路線バスとしては、令和５年度まで、埼玉県が事務局を担当

する埼玉県生活交通確保対策地域協議会において、埼玉県地域間幹線系統確保維持計画 

を定め、〈地域間幹線系統〉の地域公共交通確保維持改善事業費補助金を申請し、生活交

通路線として必要なバス路線の運行の維持確保を図ってきました。 

制度改正等に伴い、令和５年度第４回上里町地域公共交通活性化協議会において、上里

町地域公共交通網形成計画内に地域間幹線系統を位置づけ、以後、本町の協議会より申請

をするものとなります。 

中心市街地から離れた住宅地や農村地域に暮らす、車を運転できない高齢者や学生など

にとって、バスは生活に必要不可欠な交通手段です。そのため、地域公共交通の存続が危

ぶまれている地域において、生活交通路線としてのバス路線の運行維持は必要不可欠であ

ります。 

今回、当該申請において認定申請する幹線バス系統は、町内及び隣接市町の総合病院等

地域の中核的な医療機関や高等学校や福祉施設等の公共施設などをつなぐ、利用者のニー

ズに対応しているものとなります。 

本協議会としては、今後も、町民が安心して社会生活を送り、積極的に社会参加でき、

活力ある地域へとつながるよう、市町をまたぐ広域的・幹線的なバス系統の確保・維持に

引き続き努めるとともに、上里町においても維持に努めているコミュニティバス等の支線

系統の公共交通との接続を図ることとします。 

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

上里町地域公共交通計画に基づく目標 

 

事業者名：朝日自動車 

路線名：本庄駅南口～小島南・沖電気前～神泉総合支所線 

令和 8年度目標利用者数：186,288 人（令和 6年度利用実績数：182,618 人） 

 

 ※交通計画上から算出した令和 8年度（R7.10～R8.9）目標値として 176,600 人ですが、

同数値は令和 5年度（R5.4～R6.3）実績からの年間伸び率 1％で想定しているものとな

ります。今回の申請においては、正確な目標値設定のため、直近実績である令和 6 年

度実績から年間伸び率 1％として算出した数値を基にしています。 

 

（上里町地域公共交通計画 P63 参照 ※目標値補足資料） 
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別 紙 
（２）事業の効果 

 地域間幹線バス系統を維持することにより、地域で生活する移動制約者の生活に必要不

可欠な交通手段が確保されます。具体的には、本庄駅南口～小島南・沖電気前～神泉総合

支所線系統のバス路線が維持確保されることとなり、補助対象期間中、延べ約１８万人の

住民の生活に必要不可欠な移動手段の確保が見込まれます。 

 また、広域的・幹線的系統と地域的・支線的系統の有機的な連携により、効率的なバス

ネットワークが形成され、沿線住民の社会参加促進や地域活性化にもつながります。 

 

３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

 

○交通事業者（朝日自動車株式会社）が実施 

・「朝日自動車グループ共通学生フリーパス（定期）」の販売促進。 

・「スマホ定期券（定期）」の販売促進。 

 

〇交通事業者（朝日自動車株式会社）・上里町・本庄市・神川町が実施 

 ・「バスの利用促進ＰＲ活動」を実施。 

  （上里町地域公共交通計画 P54 参照） 

 

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び 

運送予定者 

運行系統の概要については、地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱に定める 

「表１」を添付。 

 また、運行予定者は、輸送サービスの品質、運賃、運行内容等を総合的に勘案して、現 

行のバス事業者を選定。 

（上里町地域公共交通計画 P20 参照） 

５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 

  別添の表２のとおり。 

 

６．２．の目標・効果の評価手法及び測定方法 

・事業終了後、輸送人員数の実績値とその増減の要因を運送事業者に提出してもらい、評

価を実施する。 

７．別表１の補助対象事業の基準ホただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの

運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

【地域間幹線系統のみ】 

 ※該当なし 

８．別表１の補助対象事業の基準ニに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村

に準ずる生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

９．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期 

及びその他特記事項 

【地域間幹線系統のみ】 

別添資料「生産性向上の取組について」のとおり。 
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別 紙 
10．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

【地域内フィーダー系統のみ】 

※該当なし 

 

 

11．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

 ※該当なし 

12．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

 ※該当なし 

 

（２）事業の効果 

 ※該当なし 

 

13 車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する費

用の総額、負担者とその負担額【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式

車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

 

14．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における

収支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用

した利用促進策） 

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

 

15．貨客混載の導入に係る目的・必要性 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 ※該当なし 

 

16．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

 ※該当なし 

 

（２）事業の効果 

 ※該当なし 

17．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担

額【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 ※該当なし 
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別 紙 
18．協議会の開催状況と主な議論 

令和６年度】 

（第１回）上里町地域公共交通活性化協議会  令和６年６月２４日（月）  

   ・令和５年度上里町地域公共交通活性化協議会事業報告  

   ・令和５年度上里町地域公共交通活性化協議会歳入歳出決算報告         

・令和５年度上里町地域公共交通網形成計画の達成状況の評価（案）       

・令和６年度上里町地域公共交通活性化協議会事業計画（案） 

・令和６年度上里町地域公共交通活性化協議会歳入歳出予算（案） 

・令和７年度上里町生活交通確保維持改善計画【令和７～９年度分】（案） 

・上里町地域公共交通計画策定(スケジュール)について（案） 

（第２回）上里町地域公共交通活性化協議会  令和６年８月６日（火） 

   ・上里町地域公共交通計画(骨子)について 

   ・次期運行計画について（案） 

（第３回）上里町地域公共交通活性化協議会  令和６年１０月７日（月） 

   ・上里町地域公共交通計画(素案)について 

   ・上里町コミュニティバス及びデマンド交通の運行計画(案)について 

（第４回）上里町地域公共交通活性化協議会  令和６年１１月２８日（木）書面協議 

   ・上里町地域公共交通計画(案)について 

   ・上里町コミュニティバス運行計画(案)について 

   ・上里町デマンド交通運行計画(案)について 

   ・令和７年度地域公共交通計画の変更届(地域内フィーダー系統)について 

（第５回）上里町地域公共交通活性化協議会  令和７年１月１５日（水）書面協議 

   ・地域公共交通確保維持改善事業に係る事業評価について 

 

 

【令和７年度】 

（第１回）上里町地域公共交通活性化協議会  令和７年６月２３日（月） 

   ・令和６年度上里町地域公共交通活性化協議会事業報告          

・令和６年度上里町地域公共交通活性化協議会歳入歳出決算報告         

・令和６年度上里町地域公共交通網形成計画の達成状況の評価（案）  

・令和７年度上里町地域公共交通活性化協議会事業計画（案）      

・令和７年度上里町地域公共交通活性化協議会歳入歳出予算（案）   

・令和８年度地域公共交通計画認定申請(地域内フィーダー系統)について(案) 

・令和８年度地域公共交通計画認定申請(地域間幹線系統)について(案)    
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別 紙 
19．利用者等の意見の反映状況 

 

○利便性等に関する意見 

・バスの運行本数を増やしてほしい。 

・電車との接続を考慮した時刻にしてほしい。 

・大型ノンステップバスを導入してほしい。 

○路線維持に関する意見 

・バスがあって助かっている。 

・バスは欠かすことのできない交通手段の一つであり、今後も維持してほしい。 

 

これらの意見を踏まえ、町民の生活交通として必要なバス路線について、引き続き維持 

確保を図っていくこととする。 

 

 

 

【本計画に関する担当者・連絡先】 

（住 所） 埼玉県児玉郡上里町大字七本木 5518  

（所 属） 上里町役場総合政策課政策調整係  

（氏 名） 関根 康平            

（電 話） 0495-35-1238           

（e-mail） sousei@town.kamisato.lg.jp       
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度

、
令

和
○

年
度

に
つ

い
て

は
、

令
和

○
年

度
事

業
か

ら
　

土
日

・
祝

日
の

日
数

に
よ

る
運

行
回

数
等

の
違

い
を

除
き

、
変

更
が

な
い

た
め

省
略

」
）

合
　

　
　

　
　

計

２
．

「
特

例
措

置
」
に

は
、

地
域

公
共

交
通

再
編

実
施

計
画

の
認

定
を

受
け

、
地

域
間

幹
線

系
統

に
係

る
特

例
措

置
の

適
用

を
受

け
る

場
合

に
は

「
１

」
を

、
平

成
２

９
年

８
月

２
日

改
正

附
則

第
２

条
の

規
定

に
該

当
す

る
場

合
に

は
「
２

」
を

、
補

助
金

交
付

要
綱

別
表

２
　

５
．

た
だ

し
書

き
に

該
当

す
る

場
合

に
は

「
３

」
を

記
載

す
る

。

表
１

　
地

域
公

共
交

通
確

保
維

持
事

業
に

よ
り

運
行

を
確

保
・
維

持
す

る
運

行
系

統
の

概
要

及
び

運
行

予
定

者
（
地

域
間

幹
線

系
統

）

都
道

府
県

（
市

区
町

村
）

運
行

予
定

者
名

運
行

系
統

名
（
申

請
番

号
）

確
保

維
持

事
業

に
要

す
る

国
庫

補
助

額
（
千

円
）

特 例 措 置

3
6

36



1
0
年

度

埼
玉

県
（
本

庄
市

、
上

里
町

、
神

川
町

、
藤

岡
市

）
朝

日
自

動
車

（
株

）
(1

)
本

庄
駅

南
口

～
小

島
南

・
沖

電
気

前
～

神
泉

総
合

支
所

線
1
0
,0

9
9
.0

1
0
,0

9
9
.0

（
注

）

１
．

本
表

に
記

載
す

る
運

行
予

定
系

統
を

示
し

た
地

図
（
運

行
予

定
系

統
が

熊
本

地
震

被
災

市
町

村
に

お
け

る
応

急
仮

設
住

宅
の

１
キ

ロ
メ

ー
ト

ル
以

内
を

経
由

す
る

こ
と

を
図

示
し

た
も

の
を

含
む

）
を

添
付

す
る

こ
と

。

３
．

補
助

対
象

期
間

の
計

画
と

比
較

し
、

翌
年

度
及

び
翌

々
年

度
の

計
画

が
同

じ
若

し
く
は

曜
日

の
違

い
に

よ
る

運
行

回
数

以
外

に
変

更
が

な
い

場
合

に
つ

い
て

は
、

そ
の

旨
を

記
載

す
る

こ
と

で
足

り
る

も
の

と
す

る
。

　
（
 記

載
例

 「
令

和
○

年
度

、
令

和
○

年
度

に
つ

い
て

は
、

令
和

○
年

度
事

業
か

ら
　

土
日

・
祝

日
の

日
数

に
よ

る
運

行
回

数
等

の
違

い
を

除
き

、
変

更
が

な
い

た
め

省
略

」
）

合
　

　
　

　
　

計

２
．

「
特

例
措

置
」
に

は
、

地
域

公
共

交
通

再
編

実
施

計
画

の
認

定
を

受
け

、
地

域
間

幹
線

系
統

に
係

る
特

例
措

置
の

適
用

を
受

け
る

場
合

に
は

「
１

」
を

、
平

成
２

９
年

８
月

２
日

改
正

附
則

第
２

条
の

規
定

に
該

当
す

る
場

合
に

は
「
２

」
を

、
補

助
金

交
付

要
綱

別
表

２
　

５
．

た
だ

し
書

き
に

該
当

す
る

場
合

に
は

「
３

」
を

記
載

す
る

。

表
１

　
地

域
公

共
交

通
確

保
維

持
事

業
に

よ
り

運
行

を
確

保
・
維

持
す

る
運

行
系

統
の

概
要

及
び

運
行

予
定

者
（
地

域
間

幹
線

系
統

）

都
道

府
県

（
市

区
町

村
）

運
行

予
定

者
名

運
行

系
統

名
（
申

請
番

号
）

確
保

維
持

事
業

に
要

す
る

国
庫

補
助

額
（
千

円
）

特 例 措 置

3
7
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表２　地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額（地域間幹線系統用）

令和 8 年度

１．申請事業者の概要

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

（補助対象事業者の「基準期間
※

を最終年度とする連続した過去３年間」における実車走行キロ当たり経常費用等）

円 銭 円 銭 円 銭

※「基準期間」とは、補助対象期間の前々年度の補助対象期間をいう。

２．キロ当たり補助対象経常費用及び経常収益

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

３．旅客運賃の上限変更認可状況

年度 ／３

年度 ／３

年度 ／３

４．補助対象系統ごとに要する費用、負担者とその負担割合

ﾙ÷ﾁ

小島南 7048

沖電気前 (19.3)

事業者名 朝日自動車株式会社

補助対象期間の

前々年度(基準期間
※

)
の損益状況

乗合バス事業

営業収益 4,380,707 千円 営業外収益 84,800 経常収益（イ） 4,465,507

営業費用 4,529,158 千円 営業外費用 93 経常費用（ロ） 4,529,251

営業損益 △ 148,451 千円 営業外損益 84,707 経常損益 △ 63,744

補助対象期間の
前々年度の

実車走行キロ（ハ）
13,046,050.0

経常収支率 98.59

基準期間の前年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 3,919,760 千円 営業外収益 118,762 経常収益（イ’） 4,038,522

営業費用 4,188,043 千円 営業外費用 1,247 経常費用（ロ’） 4,189,290

営業損益 △ 268,283 千円 営業外損益 117,515 経常損益 △ 150,768

基準期間の前年度の
実車走行キロ（ハ’）

12,947,049.0
経常収支率 96.40

基準期間の前々年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 3,649,803 千円 営業外収益 89,141 経常収益（イ”） 3,738,944

営業費用 4,135,524 千円 営業外費用 919 経常費用（ロ”） 4,136,443

営業損益 △ 485,721 千円 営業外損益 88,222 経常損益 △ 397,499

基準期間の前々年度の
実車走行キロ（ハ”）

13,143,459.0
経常収支率 90.39

補助ブロック名

補助対象事業者の実車走
行キロ当たり経常費用
（基準期間の前々年度）

ロ”÷ハ”＝ａ

補助対象事業者の実車走行キ
ロ当たり経常費用

（基準期間の前年度）
ロ’÷ハ’＝ｂ

補助対象事業者の実車走行
キロ当たり経常費用

　（基準期間）
ロ÷ハ＝ｃ

武蔵・相模 314円.71銭 323円.57銭 347円.17銭

補助ブロック名

補助対象事業者の実車
走行キロ当たり経常費

用
（a+b+c）/3 = ニ

地域キロ当たり
標準経常費用

ホ

キロ当たり経常費用
ニとホのいずれか少ない額

ヘ

キロ当たり経常費用
の差

二－ヘ = ケ

キロ当たり経常収益
イ÷ハ = ト

武蔵・相模

　　　　 0

補助ブロック名 認可日
認可を受けた補助対

象期間

補助金交
付要綱別
表２（注）

４．の適用
割合

フ

改定率
コ

328円.48銭 578円.97銭 328円.48銭 0円0銭 342円.28銭

基準期間の

基準期間の

基準期間の

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

運行
系統
名

運行系統

計画運行
日数

計画運行
回数

（　　）

計画平均乗
車密度

計画
輸送量

系統キロ程
地域公共交通再編事
業を実施する区域にお

けるキロ程

系統キロ程と地域公共
交通再編事業を実施す
る区域におけるキロ程と

の比率

補助ブロック外
乗入部分のキロ程

同一補助ブロック
都道府県外乗入
部分のキロ程

他路線との競合
部分に係るキロ程

他路線
との競
合率

補助ブロック
外乗入部分、
同一補助ブ
ロック都道府

県外乗入部分
及び他路線と
の競合部分以
外のキロ程の

比率
起点

主な
経由
地

終点

①＝カッコ
内

②
①×②
＝③

チ オ オ÷チ＝ク リ ヌ ル
（チー（リ＋ヌ
＋ル））÷チ＝

ヲ

武蔵・
相模

1

往20.1km

復20.1km 20.1km

往1.4km

復1.4km 1.4km

本庄駅南

口～小島

南・沖電気

前～神泉

総合支所

本庄
駅南
口

神泉総
合支所 365 日 回 2.8 54.0 人

往20.1km
93.034%

復20.1km 20.1km 復1.4km 1.4km

往1.4km

合計 系統
復0.0km 0.0km

往0.0km

38
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武蔵・
相模

1 円

円

武蔵・
相模

1 円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

武蔵・
相模

1

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

補助ブロック
外乗入部分
及び同一補
助ブロック都
道府県外乗
入部分以外
のキロ程の

比率

計画実車走
行キロ

補助対象
経常費用
の見込額

補助対象系統のキロ当たり経常収益

（チー（リ＋
ヌ））÷チ＝

ヲ’

補助対象
経常収益
の見込額

補助金交付要綱別表２（注）４．の適
用がある場合

３カ年平均 基準期間の前々年度 基準期間の前年度 基準期間

ワ ヘ×ワ以下の額：カ

ノ'とノ"のいずれ
か少ない額

ノ

基準期間に
おける実車
走行キロ当
たり経常収
益の運賃

改定による
増収分

f×コ÷(1＋
コ）×フ＝g

経常収益
控除額

ケとgのい
ずれか少
ない額

h

補助金交
付要綱別
表２（注）

４．の適用
後のキロ当
たり経常収

益
ノ'ーh＝ノ"

(d+e+f)/3 =ノ'
経常収益

ヤ”

実車走行
キロ
マ”

補助対象
系統の実
車走行キ
ロ当たり
経常収益
ヤ”÷マ”

＝d

経常収益
ヤ’

実車走行
キロ
マ’

補助対象
系統の実
車走行キ
ロ当たり
経常収益
ヤ’÷マ’

＝e

経常収益
ヤ

実車走行
キロ
マ

補助対象
系統の実
車走行キ
ロ当たり
経常収益
ヤ÷マ＝f

ノ×ワ以上の額：ヨ

282,591.9 km 92,825,787円 31,000,860円 205,745.9 km 32,983,964円 244,369.3 km 35,702,921円 283,394.2 km 38,771,608

205,745.9 km ######## 32,983,964円 244,369.3 km ######## 35,702,921円 283,394.2 km ######## 38,771,608

合計

93.034% 282,591.9 km 92,825,787円 137円.20銭 0円.00銭 0円.00銭 137円.20銭 137円.20銭 31,000,860円

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

補助対象経常
費用から経常

収益を控除した額

補助対象経費
の限度額

タ又はレのうちい
ずれか少ないほ

うの額

ソのうち補助ブ
ロック外乗入部
分、同一補助ブ
ロック都道府県
外乗入部分及び
他路線との競合
部分以外に係る

ソのうち補助ブロック
外乗入部分及び同
一補助ブロック都道
府県外乗入部分以

外に係るもの

計画平均
乗車密度
が5人未満

の路線

補助対象経費 計画額
経常費用から
経常収益を
控除した額

損失額から国庫
補助額を控除し

た額

カ－ヨ＝タ カ×9/20＝レ ソ ソ×ヲ＝ツ ソ×ヲ’＝ツ’
ツ×みなし運行回数
／①計画運行回数

＝ネ
ナ ナ×1/2＝ラ ニ×ワ－ヨ＝ム ム－ラ＝ウ

10,067.520,13520,135,644########38,861,79441,771,60441,771,604 43,986,679

54,054,179 41,771,604 41,771,604 38,861,794 ######## 20,135,644 20,135 10,067.5 ######## 43,986,679

########54,054,179

負担額 負担割合

合計

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

ウの負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担
「その他の
者」の具体

的概要

負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合

43,986,679円

0.0% 43,986,679円 100.0% 0.0% 0円 0.0%

合計 0円 0.0% 100.0% 0円 0.0% 0円 0.0%
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表２　地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額（地域間幹線系統用）

令和 9 年度

１．申請事業者の概要

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

（補助対象事業者の「基準期間
※

を最終年度とする連続した過去３年間」における実車走行キロ当たり経常費用等）

円 銭 円 銭 円 銭

※「基準期間」とは、補助対象期間の前々年度の補助対象期間をいう。

２．キロ当たり補助対象経常費用及び経常収益

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

３．旅客運賃の上限変更認可状況

年度 ／３

年度 ／３

年度 ／３

４．補助対象系統ごとに要する費用、負担者とその負担割合

ﾙ÷ﾁ

小島南 7052

沖電気前 (19.3)

事業者名 朝日自動車株式会社

補助対象期間の

前々年度(基準期間
※

)
の損益状況

乗合バス事業

営業収益 4,380,707 千円 営業外収益 84,800 経常収益（イ） 4,465,507

営業費用 4,529,158 千円 営業外費用 93 経常費用（ロ） 4,529,251

営業損益 △ 148,451 千円 営業外損益 84,707 経常損益 △ 63,744

補助対象期間の
前々年度の

実車走行キロ（ハ）
13,046,050.0

経常収支率 98.59

基準期間の前年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 3,919,760 千円 営業外収益 118,762 経常収益（イ’） 4,038,522

営業費用 4,188,043 千円 営業外費用 1,247 経常費用（ロ’） 4,189,290

営業損益 △ 268,283 千円 営業外損益 117,515 経常損益 △ 150,768

基準期間の前年度の
実車走行キロ（ハ’）

12,947,049.0
経常収支率 96.40

基準期間の前々年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 3,649,803 千円 営業外収益 89,141 経常収益（イ”） 3,738,944

営業費用 4,135,524 千円 営業外費用 919 経常費用（ロ”） 4,136,443

営業損益 △ 485,721 千円 営業外損益 88,222 経常損益 △ 397,499

基準期間の前々年度の
実車走行キロ（ハ”）

13,143,459.0
経常収支率 90.39

補助ブロック名

補助対象事業者の実車走
行キロ当たり経常費用
（基準期間の前々年度）

ロ”÷ハ”＝ａ

補助対象事業者の実車走行キ
ロ当たり経常費用

（基準期間の前年度）
ロ’÷ハ’＝ｂ

補助対象事業者の実車走行
キロ当たり経常費用

　（基準期間）
ロ÷ハ＝ｃ

武蔵・相模 314円.71銭 323円.57銭 347円.17銭

補助ブロック名

補助対象事業者の実車
走行キロ当たり経常費

用
（a+b+c）/3 = ニ

地域キロ当たり
標準経常費用

ホ

キロ当たり経常費用
ニとホのいずれか少ない額

ヘ

キロ当たり経常費用
の差

二－ヘ = ケ

キロ当たり経常収益
イ÷ハ = ト

武蔵・相模

　　　　 0

補助ブロック名 認可日
認可を受けた補助対

象期間

補助金交
付要綱別
表２（注）

４．の適用
割合

フ

改定率
コ

328円.48銭 578円.97銭 328円.48銭 0円0銭 342円.28銭

基準期間の

基準期間の

基準期間の

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

運行
系統
名

運行系統

計画運行
日数

計画運行
回数

（　　）

計画平均乗
車密度

計画
輸送量

系統キロ程
地域公共交通再編事
業を実施する区域にお

けるキロ程

系統キロ程と地域公共
交通再編事業を実施す
る区域におけるキロ程と

の比率

補助ブロック外
乗入部分のキロ程

同一補助ブロック
都道府県外乗入
部分のキロ程

他路線との競合
部分に係るキロ程

他路線
との競
合率

補助ブロック
外乗入部分、
同一補助ブ
ロック都道府

県外乗入部分
及び他路線と
の競合部分以
外のキロ程の

比率
起点

主な
経由
地

終点

①＝カッコ
内

②
①×②
＝③

チ オ オ÷チ＝ク リ ヌ ル
（チー（リ＋ヌ
＋ル））÷チ＝

ヲ

武蔵・
相模

1

往20.1km

復20.1km 20.1km

往1.4km

復1.4km 1.4km

本庄駅南

口～小島

南・沖電気

前～神泉

総合支所

本庄
駅南
口

神泉総
合支所 365 日 回 2.8 54.0 人

往20.1km
93.034%

復20.1km 20.1km 復1.4km 1.4km

往1.4km

合計 系統
往0.0km

復0.0km 0.0km 復0.0km 0.0km

往0.0km 往0.0km

復0.0km 0.0km
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武蔵・
相模

1 円

円

武蔵・
相模

1 円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

武蔵・
相模

1

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

補助ブロック
外乗入部分
及び同一補
助ブロック都
道府県外乗
入部分以外
のキロ程の

比率

計画実車走
行キロ

補助対象
経常費用
の見込額

補助対象系統のキロ当たり経常収益

（チー（リ＋
ヌ））÷チ＝

ヲ’

補助対象
経常収益
の見込額

補助金交付要綱別表２（注）４．の適
用がある場合

３カ年平均 基準期間の前々年度 基準期間の前年度 基準期間

ワ ヘ×ワ以下の額：カ

ノ'とノ"のいずれ
か少ない額

ノ

基準期間に
おける実車
走行キロ当
たり経常収
益の運賃

改定による
増収分

f×コ÷(1＋
コ）×フ＝g

経常収益
控除額

ケとgのい
ずれか少
ない額

h

補助金交
付要綱別
表２（注）

４．の適用
後のキロ当
たり経常収

益
ノ'ーh＝ノ"

(d+e+f)/3 =ノ'
経常収益

ヤ”

実車走行
キロ
マ”

補助対象
系統の実
車走行キ
ロ当たり
経常収益
ヤ”÷マ”

＝d

経常収益
ヤ’

実車走行
キロ
マ’

補助対象
系統の実
車走行キ
ロ当たり
経常収益
ヤ’÷マ’

＝e

経常収益
ヤ

実車走行
キロ
マ

補助対象
系統の実
車走行キ
ロ当たり
経常収益
ヤ÷マ＝f

ノ×ワ以上の額：ヨ

282,753.9 km 92,879,001円 31,000,860円 205,745.9 km 32,983,964円 244,369.3 km 35,702,921円 283,394.2 km 38,793,835

205,745.9 km ######## 32,983,964円 244,369.3 km ######## 35,702,921円 283,394.2 km ######## 38,793,835

合計

93.034% 282,753.9 km 92,879,001円 137円.20銭 0円.00銭 0円.00銭 137円.20銭 137円.20銭 31,000,860円

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

補助対象経常
費用から経常

収益を控除した額

補助対象経費
の限度額

タ又はレのうちい
ずれか少ないほ

うの額

ソのうち補助ブ
ロック外乗入部
分、同一補助ブ
ロック都道府県
外乗入部分及び
他路線との競合
部分以外に係る

ソのうち補助ブロック
外乗入部分及び同
一補助ブロック都道
府県外乗入部分以

外に係るもの

計画平均
乗車密度
が5人未満

の路線

補助対象経費 計画額
経常費用から
経常収益を
控除した額

損失額から国庫
補助額を控除し

た額

カ－ヨ＝タ カ×9/20＝レ ソ ソ×ヲ＝ツ ソ×ヲ’＝ツ’
ツ×みなし運行回数
／①計画運行回数

＝ネ
ナ ナ×1/2＝ラ ニ×ワ－ヨ＝ム ム－ラ＝ウ

20,147,187 20,147 10,073.5 ######## 44,011,666

54,085,166 41,795,550 41,795,550 38,884,071 ######## 20,147,187 20,147 10,073.5 ######## 44,011,666

合計 54,085,166 41,795,550 41,795,550

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

ウの負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担
「その他の
者」の具体

的概要

負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合

38,884,071 ########

44,011,666円

0.0% 44,011,666円 100.0% 0.0% 0円 0.0%

合計 0円 0.0% 100.0% 0円 0.0% 0円 0.0%
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表２　地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額（地域間幹線系統用）

令和 10 年度

１．申請事業者の概要

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

（補助対象事業者の「基準期間
※

を最終年度とする連続した過去３年間」における実車走行キロ当たり経常費用等）

円 銭 円 銭 円 銭

※「基準期間」とは、補助対象期間の前々年度の補助対象期間をいう。

２．キロ当たり補助対象経常費用及び経常収益

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

３．旅客運賃の上限変更認可状況

年度 ／３

年度 ／３

年度 ／３

４．補助対象系統ごとに要する費用、負担者とその負担割合

ﾙ÷ﾁ

小島南 7070

沖電気前 (19.3)

事業者名 朝日自動車株式会社

補助対象期間の

前々年度(基準期間
※

)
の損益状況

乗合バス事業

営業収益 4,380,707 千円 営業外収益 84,800 経常収益（イ） 4,465,507

営業費用 4,529,158 千円 営業外費用 93 経常費用（ロ） 4,529,251

営業損益 △ 148,451 千円 営業外損益 84,707 経常損益 △ 63,744

補助対象期間の
前々年度の

実車走行キロ（ハ）
13,046,050.0

経常収支率 98.59

基準期間の前年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 3,919,760 千円 営業外収益 118,762 経常収益（イ’） 4,038,522

営業費用 4,188,043 千円 営業外費用 1,247 経常費用（ロ’） 4,189,290

営業損益 △ 268,283 千円 営業外損益 117,515 経常損益 △ 150,768

基準期間の前年度の
実車走行キロ（ハ’）

12,947,049.0
経常収支率 96.40

基準期間の前々年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 3,649,803 千円 営業外収益 89,141 経常収益（イ”） 3,738,944

営業費用 4,135,524 千円 営業外費用 919 経常費用（ロ”） 4,136,443

営業損益 △ 485,721 千円 営業外損益 88,222 経常損益 △ 397,499

基準期間の前々年度の
実車走行キロ（ハ”）

13,143,459.0
経常収支率 90.39

補助ブロック名

補助対象事業者の実車走
行キロ当たり経常費用
（基準期間の前々年度）

ロ”÷ハ”＝ａ

補助対象事業者の実車走行キ
ロ当たり経常費用

（基準期間の前年度）
ロ’÷ハ’＝ｂ

補助対象事業者の実車走行
キロ当たり経常費用

　（基準期間）
ロ÷ハ＝ｃ

武蔵・相模 314円.71銭 323円.57銭 347円.17銭

補助ブロック名

補助対象事業者の実車
走行キロ当たり経常費

用
（a+b+c）/3 = ニ

地域キロ当たり
標準経常費用

ホ

キロ当たり経常費用
ニとホのいずれか少ない額

ヘ

キロ当たり経常費用
の差

二－ヘ = ケ

キロ当たり経常収益
イ÷ハ = ト

武蔵・相模

　　　　 0

補助ブロック名 認可日
認可を受けた補助対

象期間

補助金交
付要綱別
表２（注）

４．の適用
割合

フ

改定率
コ

328円.48銭 578円.97銭 328円.48銭 0円0銭 342円.28銭

基準期間の

基準期間の

基準期間の

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

運行
系統
名

運行系統

計画運行
日数

計画運行
回数

（　　）

計画平均乗
車密度

計画
輸送量

系統キロ程
地域公共交通再編事
業を実施する区域にお

けるキロ程

系統キロ程と地域公共
交通再編事業を実施す
る区域におけるキロ程と

の比率

補助ブロック外
乗入部分のキロ程

同一補助ブロック
都道府県外乗入
部分のキロ程

他路線との競合
部分に係るキロ程

他路線
との競
合率

補助ブロック
外乗入部分、
同一補助ブ
ロック都道府

県外乗入部分
及び他路線と
の競合部分以
外のキロ程の

比率
起点

主な
経由
地

終点

①＝カッコ
内

②
①×②
＝③

チ オ オ÷チ＝ク リ ヌ ル
（チー（リ＋ヌ
＋ル））÷チ＝

ヲ

武蔵・
相模

1

往20.1km

復20.1km 20.1km

往1.4km

復1.4km 1.4km

本庄駅南

口～小島

南・沖電気

前～神泉

総合支所

本庄
駅南
口

神泉総
合支所 365 日 回 2.8 54.0 人

往20.1km
93.034%

復20.1km 20.1km 復1.4km 1.4km

往1.4km

合計 系統
往0.0km

復0.0km 0.0km 復0.0km 0.0km

往0.0km 往0.0km

復0.0km 0.0km
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武蔵・
相模

1 円

円

武蔵・
相模

1 円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

武蔵・
相模

1

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

補助ブロック
外乗入部分
及び同一補
助ブロック都
道府県外乗
入部分以外
のキロ程の

比率

計画実車走
行キロ

補助対象
経常費用
の見込額

補助対象系統のキロ当たり経常収益

（チー（リ＋
ヌ））÷チ＝

ヲ’

補助対象
経常収益
の見込額

補助金交付要綱別表２（注）４．の適
用がある場合

３カ年平均 基準期間の前々年度 基準期間の前年度 基準期間

ワ ヘ×ワ以下の額：カ

ノ'とノ"のいずれ
か少ない額

ノ

基準期間に
おける実車
走行キロ当
たり経常収
益の運賃

改定による
増収分

f×コ÷(1＋
コ）×フ＝g

経常収益
控除額

ケとgのい
ずれか少
ない額

h

補助金交
付要綱別
表２（注）

４．の適用
後のキロ当
たり経常収

益
ノ'ーh＝ノ"

(d+e+f)/3 =ノ'
経常収益

ヤ”

実車走行
キロ
マ”

補助対象
系統の実
車走行キ
ロ当たり
経常収益
ヤ”÷マ”

＝d

経常収益
ヤ’

実車走行
キロ
マ’

補助対象
系統の実
車走行キ
ロ当たり
経常収益
ヤ’÷マ’

＝e

経常収益
ヤ

実車走行
キロ
マ

補助対象
系統の実
車走行キ
ロ当たり
経常収益
ヤ÷マ＝f

ノ×ワ以上の額：ヨ

283,475.1km 93,115,900円 31,000,860円 205,745.9 km 32,983,964円 244,369.3 km 35,702,921円 283,394.2 km 38,892,783

205,745.9 km ######## 32,983,964円 244,369.3 km ######## 35,702,921円 283,394.2 km ######## 38,892,783

合計

93.034% 283,475.1km 93,115,900円 137円.20銭 0円.00銭 0円.00銭 137円.20銭 137円.20銭 31,000,860円

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

補助対象経常
費用から経常

収益を控除した額

補助対象経費
の限度額

タ又はレのうちい
ずれか少ないほ

うの額

ソのうち補助ブ
ロック外乗入部
分、同一補助ブ
ロック都道府県
外乗入部分及び
他路線との競合
部分以外に係る

ソのうち補助ブロック
外乗入部分及び同
一補助ブロック都道
府県外乗入部分以

外に係るもの

計画平均
乗車密度
が5人未満

の路線

補助対象経費 計画額
経常費用から
経常収益を
控除した額

損失額から国庫
補助額を控除し

た額

カ－ヨ＝タ カ×9/20＝レ ソ ソ×ヲ＝ツ ソ×ヲ’＝ツ’
ツ×みなし運行回数
／①計画運行回数

＝ネ
ナ ナ×1/2＝ラ ニ×ワ－ヨ＝ム ム－ラ＝ウ

20,198,575 20,198 10,099.0 ######## 44,124,117

54,223,117 41,902,155 41,902,155 38,983,250 ######## 20,198,575 20,198 10,099.0 ######## 44,124,117

合計 54,223,117 41,902,155 41,902,155

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

ウの負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担
「その他の
者」の具体

的概要

負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合

38,983,250 ########

44,124,117円

0.0% 44,124,117円 100.0% 0.0% 0円 0.0%

合計 0円 0.0% 100.0% 0円 0.0% 0円 0.0%
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様
式

第
１

－
５

（
日

本
産

業
規

格
Ａ

列
４

番
）

（
担

当
部

門
の

名
称

）
　

　
（
責

任
者

役
職

・
氏

名
）

運
輸

部
（
担

当
部

門
の

名
称

）
　

　
（
責

任
者

役
職

・
氏

名
）

運
輸

部

経
 常

 費
 用

運
行

平
均

平
均

乗
車

運
行

主
な

キ
ロ

程
回

数
輸

送
人

員
１

人
平

均
輸

送
運

送
収

入
実

車
走

行
運

送
雑

収
営

業
外

収
益

計
１

系
統

当
り

適
用

適
用

賃
率

密
度

輸
送

量
備

考

起
点

終
点

（
ｋ
ｍ

）
（
Ａ

）
（
人

）
乗

車
キ

ロ
人

キ
ロ

（
Ｂ

）
キ

ロ
（
Ｃ

）
（
Ｄ

）
（
Ｅ

）
（
Ｂ

）
+
（
Ｄ

）
+
（
Ｅ

）
経

常
費

用
日

数
＋

日
数

（
Ｆ

）
（
Ｂ

）

系
統

名
経

由
地

（
回

）
（
ｋ
ｍ

）
（
人

キ
ロ

）
（
円

）
（
ｋ
ｍ

）
（
円

）
（
円

）
（
円

）
（
円

）
（
円

）
（
Ｃ

）
×

（
Ｆ

）
（
Ａ

）
×

（
Ｇ

）

（
Ｇ

）

本
庄

駅
南

口
～

小
島

南
小

島
南

沖
電

気
前

～
神

泉
総

合
支

所
沖

電
気

前

[記
載

要
領

]
１

．
こ

の
書

類
は

、
補

助
対

象
期

間
（
補

助
金

交
付

要
綱

第
５

条
で

定
め

る
期

間
）
の

実
績

に
つ

い
て

、
補

助
対

象
期

間
の

末
日

現
在

に
お

け
る

状
態

に
応

じ
て

、
運

行
系

統
ご

と
に

作
成

す
る

こ
と

（
補

助
対

象
系

統
の

み
記

載
す

る
こ

と
）
。

２
．

申
請

番
号

は
、

生
活

交
通

確
保

維
持

改
善

計
画

認
定

申
請

書
の

申
請

番
号

と
同

一
の

も
の

と
す

る
こ

と
。

３
．

起
点

及
び

終
点

は
停

留
所

名
を

も
っ

て
記

載
し

、
主

な
経

由
地

は
他

の
運

行
系

統
と

区
別

で
き

る
停

留
所

名
を

も
っ

て
記

載
し

、
キ

ロ
程

は
小

数
点

以
下

第
１

位
ま

で
記

載
す

る
こ

と
。

４
．

運
行

回
数

は
、

補
助

対
象

期
間

に
お

け
る

１
日

の
平

均
を

小
数

点
第

１
位

（
第

２
位

以
下

切
り

捨
て

）
ま

で
算

出
し

て
記

載
す

る
こ

と
。

な
お

１
往

復
を

運
行

回
数

１
回

と
し

、
循

環
系

統
の

場
合

は
、

１
循

環
で

運
行

回
数

１
回

と
す

る
。

５
．

１
人

平
均

乗
車

キ
ロ

は
、

運
行

系
統

ご
と

に
実

態
調

査
に

基
づ

い
て

記
載

す
る

こ
と

。

６
．

輸
送

人
キ

ロ
は

、
輸

送
人

員
×

１
人

平
均

乗
車

キ
ロ

に
よ

り
算

出
す

る
こ

と
。

７
．

運
送

収
入

は
、

当
該

運
行

系
統

の
補

助
対

象
期

間
の

運
送

収
入

に
つ

い
て

、
原

則
と

し
て

年
１

回
以

上
実

態
調

査
を

実
施

し
、

そ
の

結
果

に
よ

り
算

出
す

る
こ

と
。

ま
た

、
実

態
調

査
日

に
つ

い
て

も
記

載
す

る
こ

と
。

８
．

実
車

走
行

キ
ロ

は
、

小
数

点
第

１
位

（
第

２
位

以
下

切
り

捨
て

）
ま

で
算

出
し

て
記

載
す

る
こ

と
。

９
. 

１
系

統
当

た
り

経
常

費
用

は
、

補
助

対
象

事
業

者
の

実
車

走
行

キ
ロ

当
た

り
経

常
費

用
に

当
該

系
統

の
実

車
走

行
キ

ロ
を

乗
じ

た
も

の
と

す
る

。

1
0
．

平
均

賃
率

は
、

停
留

所
相

互
間

総
運

賃
額

÷
停

留
所

相
互

間
総

キ
ロ

に
よ

り
銭

単
位

ま
で

算
出

す
る

こ
と

（
銭

未
満

切
捨

て
）
。

た
だ

し
、

補
助

対
象

期
間

中
に

運
賃

改
定

が
あ

っ
た

場
合

の
当

該
運

行
系

統
の

平
均

賃
率

は
、

表
中

の
計

算
式

に
よ

り
算

出
す

る
こ

と
。

な
お

、
こ

の
場

合
に

お
い

て
、

ス
ト
ラ

イ
キ

、
積

雪
等

の
理

由
に

よ
り

バ
ス

が
運

行
さ

れ
な

か
っ

た
日

は
適

用
日

数
か

ら
除

く
も

の
と

す
る

。

1
1
．

平
均

乗
車

密
度

は
(B

)÷
(C

)÷
(F

)と
連

算
し

、
そ

の
値

に
つ

い
て

、
小

数
点

第
１

位
（
第

２
位

以
下

切
り

捨
て

）
ま

で
算

出
す

る
こ

と
。

1
2
. 

備
考

欄
に

は
、

補
助

対
象

期
間

中
に

運
行

回
数

の
変

更
が

あ
っ

た
場

合
、

ス
ト
ラ

イ
キ

、
積

雪
等

の
理

由
に

よ
り

バ
ス

が
運

行
さ

れ
な

か
っ

た
期

間
が

あ
っ

た
場

合
又

は
運

賃
改

定
が

あ
っ

た
場

合
等

特
記

す
べ

き
事

項
に

つ
い

て
、

変
更

年
月

日
又

は
期

間
及

び
そ

の
内

容
を

記
載

す
る

こ
と

。

1
3
. 

各
運

行
系

統
の

キ
ロ

程
、

輸
送

人
員

、
輸

送
人

キ
ロ

、
運

送
収

入
、

実
車

走
行

キ
ロ

、
運

送
雑

収
及

び
営

業
外

収
益

の
合

計
欄

に
つ

い
て

は
必

ず
記

載
す

る
こ

と
。

1
4
. 

市
町

村
に

よ
る

回
数

券
購

入
等

の
有

無
は

、
運

送
収

入
に

含
ま

れ
る

も
の

の
有

無
に

つ
い

て
記

載
す

る
こ

と
。

1

合
計

2
4
0
,6

5
8

3
5
,7

0
2
,9

2
1

3
1
5
,5

4
4

本
庄

駅
南

口
神

泉
総

合
支

所
2
0
.1

1
9
.3

1
8
2
,6

1
8

2
8
3
,3

9
4
.2

9
8
,0

9
9
,7

2
2

(4
0
.9

8
×

8
4
日

)×
(4

5
.4

2
×

2
8
2
日

)
4
4
.4

1
有

・
無

3
6
6
日

2
.8

5
4
.0

2
0
.1

1
8
2
,6

1
8

1
,4

6
0
,9

4
4
.0

3
6
,3

6
5
,7

7
8

8
.0

1
,4

6
0
,9

4
4
.0

3
6
,3

6
5
,7

7
8

2
8
3
,3

9
4
.2

3
1
5
,5

4
4

2
4
0
,6

5
8

3
5
,7

0
2
,9

2
1

9
8
,0

9
9
,7

2
2

運
行

系
統

別
実

績
及

び
平

均
乗

車
密

度
算

定
表

（
令

和
６

年
度

）

実
態

調
査

日
　

　
令

和
5
年

4
月

2
6
日

運
　

　
行

　
　

系
　

　
統

年
　

間
　

輸
　

送
　

実
　

績
経

　
常

　
収

　
益

平
　

均
　

乗
　

車
　

密
　

度
　

算
　

定
市

町
村

に
よ

る
回

数
券

購
入

等
の

有
無

申
請

番
号

運
賃

改
定

前
の

平
均

賃
率

×

運
賃

改
定

後
の

平
均

賃
率

×

総
適

用
日

数

事
　

業
　

者
　

名
　

朝
　

日
　

自
　

動
　

車
　

株
　

式
　

会
　

社

運
行

計
画

担
当

部
門

　
運

輸
部

長
　

田
沼

　
健

一

補
助

金
担

当
部

門
　

運
輸

部
主

任
　

都
築

　
佑

太
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生産性向上の取組について（申請①） 
 
事業者名：朝日自動車株式会社 
系 統 名：本庄駅南口～小島南～神泉総合支所線 
     本庄駅南口～沖電気前～神泉総合支所線 
運行区間：本庄駅南口～小島南・沖電気前～神泉総合支所 
 
（１）取組内容 
  ①「朝日自動車グループ共通学生フリーパス（定期）」の販売促進 

朝日自動車グループ５社（朝日自動車（株）・川越観光自動車（株）・阪東自動車（株）・

茨城急行自動車（株）・国際十王交通（株））の路線が利用できる共通学生フリーパスを

発売。徒歩や自転車が中心の学生に対して、バス利用の需要掘り起こしを行い、学生の

頃からバス利用に慣れ親しんで頂き、将来の通勤利用に繋げる。 
②「スマホ定期券（定期）」の販売促進 
スマートフォンアプリ「バスもり」上で、２４時間３６５日いつでも購入できるスマ

ホ定期券を導入。定期券発売所が近くにない通勤の利用客の利用促進に繋げる。 
③「バスの利用促進ＰＲ活動」の実施 
バスの利用促進ＰＲ活動を関係自治体の高齢者向けの交通安全講習会時に開催し、

需要の掘り起こしを図る。 
 

 
（２）実施主体 
  ①朝日自動車株式会社 
  ②朝日自動車株式会社 
  ③朝日自動車株式会社・本庄市・神川町・上里町 
   
（３）定量的な効果目標 
   上記取組みを実施することにより輸送人員５，０００人の増員を図り年間９８．１万

円の収入増を図る。 
 
（４）実施に向けたスケジュール 
  ①令和７年９月～令和７年１０月・令和８年３月～令和８年４月（共通学生フリーパス

のＰＲ） 
②令和７年１０月～令和８年９月 

  ③令和７年１０月～令和８年７月 
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（５）実施時期 
  ①令和７年９月～令和７年１０月・令和８年３月～令和８年４月 
  ②令和７年１０月～令和８年９月 
  ③令和８年７月 
 
（６）具体的な検討 
【取組事例１】貨客混載の取組 
 スペース確保によりお客様がご乗車できなくなる可能性があるため難しい。 
【取組事例２】バス路線の再編 
 今後必要に応じて検討していく。 
【取組事例３】路線バスへの混乗化 
 沿線の学校や企業に引き続き利用していただく。 
【取組事例４】地域住民の生活利用と観光利用の混乗 
 共通学生フリーパスの拡販により、生活利用と観光利用の混乗化を図る。 
 
（７）目標収支率 
 （１）の取組により１．０％の収支率改善を図る。 
 収支率 取組前３６．４％→取組後３７．４％（＋１．０％） 

 経常収益 経常費用 経常収支 収支率 増減 
取組前 35,702,921 98,099,722 －62,396,801 36.4％  
取組後 36,683,918 98,099,722 －61,415,804 37.4％ 1.0％ 
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色
別

路
線
図

前 原 一 丁 目

駅
入
口

本 庄 駅 南 口
前 原 二 丁 目

沖 電 気 前

小 島 南 三 丁 目
栄 一 丁 目

小 島 南

古 新 田
京 塚

本 郷
宿 前

三 町 四 ツ 角

三 町

元 阿 保
丹 荘 駅 入 口

神 川 町 役 場 入 口
植 竹

公 会 堂 前

神 川 中 学 校 前
青 柳 小 学 校 前

池 田
峰 岸

寄 島

新 宿 下
渡
瀬

朝
日
工
業
前

渡
瀬
本
宿

渡
瀬
本
町

渡
瀬
中
宿

渡
戸

鬼
石
入
口

織
茂

鬼
石
郵
便
局
前

上
町

上
武
橋

県
営
住
宅
入
口

七 軒 町

ウ ニ ク ス 上 里

朝
日
自
動
車
株
式
会
社

色
別

運
行

系
統

キ
ロ
程

備
考

本
庄
駅
南
口
～
小
島
南
～
神
泉
総
合
支
所
線

2
0
.0
1
ｋ
ｍ

本
庄
駅
南
口
～
沖
電
気
前
～
神
泉
総
合
支
所
線

2
0
.2
1
ｋ
ｍ

停
留
所

起
終
点
停
留
所

申
請
番
号
５

神
泉
総
合
支
所
寿
光
寺
入
口

令
和
６
年
度
実
績

キ
ロ
程
2
0
.1
km

運
行
回
数
2
0
.1
回

輸
送
人
員
1
8
2
，
6
1
8
人

平
均
乗
車
密
度
2
.8

輸
送
量
5
4
.0
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